
新型コロナウイルス感染症「非常事態宣言」の解除 

 

 

 

 
 
 

 
〇 岐阜市では複数のクラスターの発生などにより医療提供体制がひっ迫し、極めて深刻

な状況となったため、4 ⽉ 10 ⽇に本市として「⾮常事態宣⾔」を⾏い、市⺠や事業者
に感染拡大防止への協力を依頼した。 

クラスターの早期終息に向け「岐阜県・岐阜市クラスター対策合同本部」を設置し、
岐阜県と連携した取り組みを進め、終息に至った。 

4 ⽉中旬以降、感染者の発生が徐々に緩やかになり、新規感染者ゼロの状態が本⽇ま
で 23 ⽇間継続している。 

 
〇 感染者 72 名のうち 62 名が既に退院された。また、感染者が再増加した場合に対応

すべく医療機関を支援し病床を確保するとともに、宿泊療養施設の設置など、安定的な
医療提供体制の確保がなされている。 

 
〇 市衛生試験所の 1 ⽇あたりのＰＣＲ検査数が当初の 20 件から 40 件、必要に応じ最

大 60 件まで可能になったほか、医療機関で実施する検査も拡大された。さらに、今後
を見据え、岐阜市医師会と連携し「地域外来・検査センター」の設置準備を進めるなど
検査体制の強化を図っている。 

 
〇 これら「感染者数の推移」、「医療提供体制」「検査体制」を総合的に勘案し、「新型コ

ロナウイルス感染症 ⾮常事態宣⾔」を、本⽇ 5 ⽉ 16 ⽇解除する。 

POINT 
○ 4 ⽉ 24 ⽇以降、本⽇まで 23 ⽇間、新たな感染者は確認されていない。 
○ 退院患者数の増加、患者の受⼊れ可能病床の確保に関する⽀援、宿泊療養施設の設置に 

より、医療提供体制は安定している。 
○ 市衛生試験所の 1 ⽇あたりの検査数を最大 60 件まで増加したほか、市医師会と連携した 

「地域外来・検査センター」の設置準備など検査体制の強化・充実が図られている。 
 
⇒ 「感染者数の推移」「医療提供体制」「検査体制」を総合的に勘案し「⾮常事態宣⾔」を 

解除する。 
今後も、あらゆる経済活動や市⺠⽣活において、感染防⽌を⼟台に置く“with コロナ”の

考え方の下、感染防⽌対策を徹底していく。 
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令和 2 年 5 月 16 日 

岐阜市新型コロナウイルス感染症対策本部 

 

資料 3 

新型コロナウイルスのある生活のための 

岐阜市総合対策（案） 
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１ はじめに                                                    

5 月 14 日に、政府は、岐阜県を緊急事態宣言の対象区域から解除することを 

決定しました。一方で、世界の感染者数は４５０万人に迫り、死亡者数が３０万人を 

超えるなど感染拡大は続いています。また、韓国では規制緩和後に大規模なクラスタ 

ーが発生し、学校再開が延期となるなど、新型コロナウイルスの感染拡大は一旦沈 

静化しても再流行するリスクを孕んでいます。 

油断は禁物です。新型コロナウイルスとの戦いは、ワクチンが開発されるまでの長

いものとなりますが、新型コロナウイルスが潜んでいる日常の中、これまでと同じ生活

を送ることはできません。 

社会的距離（ＳＯＣＩＡＬ ＤＩＳＴＡＮＣＩＮＧ）を保つ、３密の回避、手洗い・手指消毒な

ど、経済活動や日常生活のあらゆる場面で市民一人一人が「新しい生活様式」を確

実に実践し、感染防止に努め、流行を抑え込む「コロナとともにある（with corona）

新しい日常(new normal)」、すなわち「コロナ社会」を生き抜いていくという意識へ

の転換が必要です。 

このような考えのもと、新型コロナウイルスのある生活のための総合対策を策定し

ました。 

市民の皆様、事業者の皆様が一体となって「オール岐阜市」で感染リスクをできる

限りコントロールし、新たな日常を作っていきましょう。 

感染の再拡大は 2 度目の緊急事態に繋がりかねません。今一度、生活スタイルを

見直していただきますよう市民の皆様のご協力をお願いいたします。 
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２ 市民の皆様へのお願い                                        

（１） 新しい生活様式の徹底 

あらゆる機会に、新型コロナウイルスが潜んでいることを意識し、一人ひとり

が基本的な感染対策の習慣を身に着け、緩みなく日々を過ごしましょう。 

国の専門家会議で示された『「新しい生活様式」の実践例』（次ページ）を

参考に、これまでの生活から、「コロナ社会」での生活への見直しをお願いし

ます。 

 

＜「コロナ社会」での生活について＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「人との距離確保」「マスク着用」「手洗い」習慣を 

・人との距離の確保 

・職場や外出先でのイスや行列等では、人との間隔を取りましょう。 

（できるだけ２ｍ。最低１ｍ） 

・在宅勤務や時差出勤を活用しましょう。 

・できる限り予約を取って外出しましょう。 

・マスクの着用 

・仕事や買い物などで外出するときは、必ずマスクを着用しましょう。 

・手洗いの励行 

・帰宅したときや、不特定多数の触れる部分に触った後は、必ず手を洗いまし

ょう。 

  ・自らの体調管理の徹底 

   ・検温をはじめ、自らの体調確認を心がけ、体調不良の場合は、無理をし 

て外出・出勤しないようにしましょう。 

 

○ 高感染リスクが高まる３つの条件（密閉空間・密集場所・密接場面）が揃う場

（注）には、近づかないようにしましょう。 
 

（注）ナイトクラブ等接待を伴う飲食店、スポーツジムなど呼気が激しく 

なる室内運動の場など、感染の恐れが高い場所は特に注意しましょう。 
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「新しい生活様式」の実践例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

出典：新型コロナウイルス感染症専門家会議 

「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言」（2020 年 5 月 4 日） 
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３ 事業者の皆様へのお願い                                      

新型コロナウイルスの感染防止対策を徹底することは、お客さんを守り、従業員の

方々を守り、なにより、皆さんの事業を守る、極めて大切なことがらです。 

 

（１） 事業活動再開にあたっての感染防止対策 

県の「コロナ社会を生き抜く行動指針」参考 2（P24～）の共通事項及び 

個別事項などを参考に、感染防止対策を実行いただきますようお願いします。 

  なお、飲食店や小売業などの店舗に対しましては、営業再開に向けた感染拡 

大防止対策費用の一部支援など早急に講じてまいります。 

 

（２） 働き方の新しいスタイルの実践 

国の専門家会議で示された『「新しい生活様式」の実践例』（P4）を参考に、 

これまでの働き方から、「コロナ社会」での働き方への見直しをお願いします。 

 

＜「コロナ社会」での働き方について＞ 

 

 

 

 

 

 

○ 仕事場は密にならないよう一人ひとりの間隔を空けてください。また、頻繁に

換気を行いましょう。 

○ 人と人が対面する場所は、アクリル板・透明ビニールカーテン等パーテーショ

ンを設置するなど遮断する措置を取りましょう。 

○ 徹底した清掃・消毒を行う、ごみは密閉して廃棄するなど仕事場の衛生対策

に努めましょう。 

○ 従業員のマスク着用を徹底するとともに、手指消毒を徹底しましょう。また、毎

日、従業員の健康チェックに努めましょう。 

○ 在宅勤務や時差出勤を取り入れましょう。また、オンライン会議を活用しましょ

う。 

○ 来客等入場者には、マスク着用の徹底を求めるとともに、発熱や風邪症状が

ある方には入場を控えていただくよう感染防止対策を徹底しましょう。 
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４ 岐阜市の対応方針                                           

（１） イベント等の取り扱い 

市が単独で実施するイベントについては、今後においても、新型コロナウイルス 

感染症対策を優先的に実施していくため、少なくとも 9 月末まで中止することを 

方針とし、市が関与する実行委員会等主催者に対して、同様の要請をする。 

なお、各種講座について、上記期間中においては、実施の必要性を判断したう 

えで、県の指針参考 2（P24～）の共通事項及び個別事項に基づいた感染 

防止対策を徹底し開催する。 

  民間団体等イベント主催者に対しても、開催にあたっては、県の指針参考 2 

の共通事項及び個別事項に基づいた感染防止対策を徹底するよう要請する。   

 

（２） 市有施設等の取り扱い 

すべての市有施設は、県の指針参考 2 の共通事項及び個別事項に基づいた 

感染防止対策を徹底した後、順次再開していく。別紙 

 

（３） 学校等の再開等 

小学校、中学校 

  入学式・始業式  令和２年６月１日（月） 

  授業等の再開   令和２年６月２日（火） 

  電話連絡や家庭訪問を通じて、児童生徒の生活状況を把握する。その上

で、５月１２日～１４日の３日間、市内全学校において「教育相談重点期間」

を設け、臨時休業の長期化で悩みを抱える児童生徒や保護者の相談に電

話で応じた。 

  小学校、中学校の新学年の教科書に準拠した授業動画を市内教員が作

成し、４月２０日から「YouTube」岐阜市公式チャンネルで配信。５月末ま

でに約２００本の動画配信を予定、学校再開後も予習・復習等に活用して

いく。インターネットが利用できない場合は授業動画 DVD を貸し出す。 

  岐阜市オンライン学習サービス「e ライブラリアドバンス」を活用し、自宅の

端末からドリル学習に取り組み、学習内容の定着が図れるようにする。 

  学校再開に向けて、準備段階として、小学校、中学校では、５月１8 日～２２

日の間に家庭訪問を実施し、児童生徒の生活と学習の様子を把握すると

ともに、規則正しい生活づくりについて声をかける。また、その際「個人懇談

希望調査」を配布する。次の段階として、５月２５日・２６日に登校日を設定

し、学習や生活の状況を確認する。その中で「個人懇談希望調査」を回収

し、５月２７日～２９日の間に、希望児童生徒・保護者と教育相談を行う。 
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  学校再開後は、２週間を分散登校とし、教室の座席をチェッカーフラッグ式

（格子状）にするなど、手洗い・マスク着用の徹底を含め、十分な感染防止

対策を実施する。 

  ６月１日もしくは２日に、全ての児童生徒に対し、「心のアンケート」を実施し、

児童生徒の心身の状態について把握する。 

  中学校 3 年生を対象に家庭でのオンライン学習環境を確保するため、タブ

レット端末を約 4,000 台導入する。 

  学校再開時の分散登校期間中、牛乳を提供する。 

 

特別支援学校（小学部・中学部・高等部） 

  学校の再開    令和２年６月１日（月） 

  特別支援学校の教職員が作成した「生活単元学習」動画を「YouTube」

岐阜市公式チャンネルで配信しており、学校再開後も活用していく。 

  電話連絡や家庭訪問を通じて、児童生徒の生活状況を把握する。その上

で、５月１２日～１４日の３日間を「教育相談重点期間」とし、臨時休業の長

期化による悩みや学校再開に向けて不安を抱える児童生徒や保護者の相

談に電話で応じる。 

  学校再開時の分散登校期間中、牛乳を提供する。 

 

幼稚園 

  入園式・始業式  令和２年６月２日（火） 

  保育の再開     令和２年６月３日（水） 

  『コロナに負けるな！家庭教育応援プロジェクト』 

コロナウイルス感染拡大防止のための園児の休園等に伴い、家族で過ご

す時間が増えてきたため、家族のみんなが、少しでも笑顔になれるように、

市内の幼稚園、 子育て団体、大学等の協力を得て、家庭での”学びにつ

ながる遊び”を「ＹｏｕＴｕｂｅ」岐阜市公式チャンネルで紹介しており、幼稚

園再開後も有効活用していく。 

（4 月 24 日から配信がスタートし、5 月 15 日現在、26 本の動画が視聴

可能） 

 

岐阜商業高校 

  入学式・始業式  令和２年６月１日（月） 

  授業等の再開   令和２年６月２日（火） 

  生徒の家庭学習支援として、教師による確実な見届けと指導を行うために、
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教科書に基づく課題の指示と、4 月 21 日から学習アプリ「Ｍoodle」（ム

ードル）を利用した学習支援サイトを立ち上げ、生徒の学習支援状況を把

握しながら、生徒の理解を助ける動画をオンライン上で配信するなど相談

体制の充実を図っている。 

 

女子短期大学 

・ 授業停止期間：～5 月 31 日（日） 

・ 5 月 7 日以降、課題レポートによる在宅学修を開始 

・ 5 月 18 日から一部講義で遠隔授業（オンライン講義）を開始予定 

 

薬科大学 

・ 5 月 7 日から、遠隔授業（オンライン講義）を実施中 

 

市立看護専門学校 

・ 5 月 31 日（日）まで自宅研修期間 

・ 5 月 11 日（月）以降、順次、遠隔授業（オンライン講義）やオンラインによ

る課題の支援を開始 

・ 6 月 1 日（月）からは、学校内での授業等を再開予定 

・ 6 月中旬以降、感染状況を見据えた上で、通常の教育体制とし、臨地実習

については、実習施設と開始時期を引き続き調整 

 

（４） 保育所、放課後児童クラブ等の再開 

・ 岐阜市にある保育所、放課後児童クラブ等については、５月 31 日（日）ま

で、保護者に対し登園等自粛をお願いする。また、6 月 1 日（月）からは再

開できるよう準備を進める。 

・ 上記期間中は、医療従事者、警察、消防など社会の機能を維持するため

に就業を継続していただくことが必要な方やひとり親家庭をはじめ、仕事

を休むことが困難な方々の子どもに対しては、受入れ体制を維持する。 

・ 放課後児童クラブは、今後の社会情勢を見据えながら各家庭の状況に勘

案し、柔軟な受入れ体制をとる。 

・ 受け入れ体制の整備や利用料への財政負担については、全面的支援を

県に求める。 
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（５） 放課後等デイサービス等の閉所要請終了 

・ 岐阜市にある放課後等デイサービス及び児童発達支援事業所への臨時

閉所の協力要請を、5 月 16 日（土）をもって解除 

 

（６） 保育所における感染防止対策 

・ 保育所での様々なリスク低減に向けた取り組みとして、登園時の健康チェ

ック、手洗い・うがいの励行、室内の換気など衛生管理の基本となる対策

を継続して実施。保護者が安心して子どもを預けることができる環境の確

保に努める。 
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５ オール岐阜市役所での感染防止対策                                          

（１） 市民等への呼びかけ 

市民に向けて 

  「新しい生活様式」を広く市民へ周知するため、市が有する広報媒体のほ

か、テレビやラジオ等、多様な媒体を活用し、広報を展開 

【市公式ホームページ、テレビ、ラジオ、SNS、動画配信（YouTube）、新聞 

広告、ポスター掲示、防災行政無線、防災情報メール】 

  市有施設において注意看板やポスター等を掲示し、感染防止対策の啓発

を実施 

   

外国人市民に向けて 

  市有施設において、消毒、手洗いなど感染防止対策の徹底・周知を喚起

するため、多言語での文書の掲示に取り組む。 

  ぎふメディアコスモス 多文化交流プラザの相談窓口に来られない外国人市

民のために、Skype を活用した生活相談を継続（時間帯変更有） 

  英語 毎日 10:00～12:00、13:00～16:00 

  中国語 火、木、土 10:00～12:00、13:00～16:00 

  タガログ語 日～木 10:00～12:00、13:00～16:00 

          金 14:00～18:00 

  ベトナム語 日 10:00～12:00、13:00～16:00 

  市 HP 等にて、国・県から提供される多言語情報や周知が必要な市の情

報を多言語に翻訳し掲載することを継続 

 

（２） 社会福祉施設における感染防止対策 

  「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の改正（5 月 4 日）

や「新型コロナウイルス感染症対策の状況分析・提言（5 月 4 日）」等を

踏まえ改正した「感染・まん延防止チェックリスト（県作成）」により、更な

る感染防止を徹底 

  高齢者・障がい者が入所する社会福祉施設における感染防止対策を推

進するため、手指消毒用エタノールが不足する施設に対し、県と連携して

確保 

  感染防止に必要な衛生用品等の購入費用について支援を継続 
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（３） 市民窓口での感染防止対策 

  土日・祝日も開設する市民課窓口や斎苑をはじめとする市民窓口におい

て、引き続きマスクの着用や手指消毒の呼びかけを徹底するとともに、密

にならない待合スペースの維持や、飛沫感染防止対策を継続 

  また、住民票の発行などを行う各事務所において、待合スペースの密を避

けるため、自家用車内等で待機してもらうことができるよう、ワイヤレスコ

ールを導入する。 

 

（４） 職員の感染症予防対策 

勤務形態 

① 在宅勤務 

  業務用パソコンを使用したオフラインによる勤務 

  庁内ネットワークに接続できるパソコン（20 台）による勤務 

（6 月以降、100 台に順次拡大予定） 

② 時差勤務 

  12 パターンから選択できる時差勤務 

③ サテライトオフィス勤務 

  ネットワーク環境を整備したコミュニティセンター等にサテライトオフィ

スを当面設置 

④ 勤務日の割振り 

  勤務日の割振り変更により、週休日を土、日以外に設定 

⑤ その他 

  休憩時間帯の拡大を継続 

（１１時１５分～１３時３０分の間で１時間） 

  本庁舎地下食堂のレイアウトの見直し及び食事の提供時間の拡大を

継続 

（１１時１５分～１３時３０分） 

  会議室を休憩場所として開放(明徳庁舎２階) 

（１２時～１３時） 

 

Web 会議の活用 

  出先機関の職員、在宅やサテライトオフィス勤務の職員、外部機関のメン

バー等との会議が円滑に図れるよう、Web 会議用の環境を整備、拡充 
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職員の意識の徹底 

  家族も含めた、日常生活における「新しい生活様式」（P4）の実践 

     ※「人との距離の確保」、「マスク着用」、「手洗い」など 

  不要不急の出張・会議の見直しの徹底 

  出勤前の検温実施と体調がすぐれない場合の出勤停止 

  所属長による所属職員の健康管理の徹底 

  職場の清掃・消毒及び換気の徹底 

  職員の行動歴シートの作成 

 

（５） 自然災害発生時の感染症対策の強化 

  風水害や地震など、自然災害が発生することを想定し、新型コロナウイル

ス感染症を前提とした避難所における感染防止対策を実施 

  県の避難所運営ガイドラインを参考とする避難所運営マニュアルの作成 

  マニュアルに基づく資機材の充実 

  市民（自主防災組織）への周知及び訓練の実施 

 

（６） 市民病院の診療体制 

新型コロナウイルス感染症対策を引き続き継続しながら 

  外来・入院体制を段階的に通常に戻す 

  延期した手術を段階的に実施 

  健康管理センター（健診事業）について、一部検査の制限を行うものの、

段階的に実施 

  病院内への入館規制を引き続き行う 
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６ 医療提供体制                                                

（１） 保健所の体制 

  感染症対策チームを継続するとともに、今後の感染状況に応じ柔軟に組

織体制を見直し対応していく。 

 

（２） 検査体制の拡充 

① 衛生試験所の検査体制 

  衛生試験所において検査体制を拡充し１日あたり最大４０検体、必要

に応じ最大６０検体／日の PCR 検査が可能な状態を維持 

  衛生試験所においては、今後の検体の増加に対応できるよう必要な

検査試薬を確保 

 

② 医療機関内検査の拡大 

  これまでの行政検査に加えて、PCR 法や LAMP 法等を用いた検査を

医療機関内で実施 

 

③ 市医師会との連携による「地域外来・検査センター」の設置 

  検査体制の増強のため、岐阜市医師会と連携し「地域外来・検査セ

ンター」の設置に向け準備中 

 

（３） 病床の確保 

  感染の再流行に伴い入院患者が増加した場合に対応するため、新型コ

ロナウイルス感染患者のための病床を空けた状態にしている医療機関に

対し、病床確保に係る経費を補助 

 

（４） 宿泊療養施設の設置 

  岐阜県は、岐阜圏域では、羽島市の「HOTEL KOYO」を 1 棟借り上げ、

265 室を確保。本市は、患者搬送の際のスタッフとして職員が対応 

 

（５） 患者の搬送 

  市在住の軽症患者の宿泊療養施設への搬送の際のスタッフとして職員

が対応 

  患者搬送には、県保健所等が保有する移送車及び市消防本部の救急車

を利用 
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（６） 医療従事者への物資の供給 

  最前線で治療にあたる医療従事者が使うマスク等医療物資が不足して

いるため、市内の医療従事者が求めるマスク等医療物資を購入して届け

る活動として「岐阜市新型コロナウイルス医療従事者サポート寄附金」の

受付中（５月１日（金）～） 

※5 月 12 日現在の寄附金総額：約１５０万円 

  本市に対してご寄附いただいたマスク（使途が決められてないものに限る）

について、医療機関に配布 

※5 月 15 日現在の寄附枚数：約 80,000 枚 

医療機関への配布：延べ 22 の医療機関に約 18,000 枚を配布 
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７ 緊急対策事業                                               

（１）補正対応済みの対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

① 感染拡大防止対策及び医療提供体制の充実・強化 

● 検査体制の強化 

○ＰＣＲ検査機器の整備支援（国 10/10） 

     医療機関等における検査に必要な機器等の整備を支援  

  ※予算 保健所費 規模 1,760 千円（一財 0）   

 

● 感染拡大防止支援 

○医療機関への衛生用品配布等の支援（岐阜市単独） 

 医療従事者等の支援を図るため、ふるさと納税に新たに応援メニュー

「岐阜市新型コロナウイルス医療従事者サポート寄附金」を創設し、寄附

を活用してマスク等の衛生用品を購入し、配布 

○福祉施設等における衛生用品等の購入支援等（保育園等国 10/10） 

                               ※障害福祉サービス事業所等（国 2/3、岐阜市 1/3） 

                               ※高齢者福祉施設等（岐阜市単独） 

   保育園、障害福祉サービス事業所等の福祉施設に対し、感染防止に必 

要な衛生用品等の購入を支援  

    併せて、岐阜市単独事業として高齢者福祉施設等に対しては、1事業所
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10 万円を上限に、衛生用品等の購入を支援  

   ※予算 子ども保育費   規模 53,566 千円（一財 0） 

          子ども支援費   規模 3,954 千円（一財 0） 

          障害者総合支援費 規模 22,500 千円（繰入金 7,500） 

          老人福祉費    規模 102,600 千円（繰入金 102,600） 

    私立保育園 106 か所、病児・病後児保育施設 7 か所、母子生活支援施設 2 か所、 

障害サービス事業所等 330 か所、高齢者福祉施設等 1,026 か所 

 

● 病床の確保 

○病床確保の支援（国 1/4、岐阜市 1/4、県 1/2） 

      新型コロナウイルス感染症患者の受入可能病床を確保するため、病 

床を空けた状態とする医療機関を支援（@32,000/日） ※既存制度 

に県単補助を上乗せ   

  ※予算 保健所費 規模 252,387 千円（繰入金 64,298） 

 

● その他 

○小中学校等における非接触型体温計の配備（幼：国 10/10、その他：岐阜市 1/2） 

     登校時に短時間で体温測定が行えるよう市立の幼稚園、小・中・高・特 

別支援学校に非接触型体温計を配備  ※配備数計 72 台 

      ※予算 保健体育費 規模 1,439 千円（一財 700） 

 

   ○放課後児童クラブ（国 1/3、県 1/3、岐阜市 1/3） 

     仕事を休むことが困難な家庭の児童を対象に、小学校の臨時休業等に 

伴う放課後児童クラブの開設を延長  

      ※予算 青少年育成費 規模 30,766 千円（一財 10,256） 

                ※放課後児童クラブ 46 か所（5 月 7 日現在 64 教室開設） 

 

   ○ＩＣＴ教育推進（岐阜市単独） 

     中学校３年生を対象に家庭でのオンライン学習環境を確保するため、タ 

ブレット端末を導入   

※タブレット端末機器レンタル計 約 4,000 台 

※予算 中学校教育振興費 規模 75,919 千円（一財 75,919） 
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② 市民生活及び事業者への緊急支援 

● 市民生活への支援 

○特別定額給付金（国 10/10）  ※4/27 一部専決 111,168 千円 

      国民一人当たり一律 10 万円の特別定額給付金を支給 ※約 40.9 万人を想定 

      ※予算 援護費 規模 40,987,914 千円（一財 0） 

      全庁から人員を増員し、市民の皆様に一日も早い支給（5 月中）を目指す。 

      そのため、5 月 11 日からオンライン申請の受付を開始し、特にお困りの方を 

対象とした郵送申請の先行受付も開始した。 

  

    ○子育て世帯への支援 

     ・臨時特別給付金（国 10/10） 

      児童手当の受給者に対し、児童 1 人当たり 1 万円の臨時特別給付金を支給   

      ※予算 子ども支援費 規模 485,666 千円（一財 0） 

                            ※対象児童数 約 4.7 万人を想定 

 

     ・岐阜市ひとり親家庭等応援金（岐阜市単独） 

      児童扶養手当を受給する世帯に対し、岐阜市独自の応援金（1 万円）を支給  

      ※予算 子ども支援費 規模 27,589 千円（一財 249、繰入金 27,340） 

                               ※対象世帯数 約 2,700 世帯を想定 

    ○就学援助（岐阜市単独） 

      学用品費や給食費等の援助を行う準要保護について、家計が急変し

た世帯も対象なるよう直近４か月の収入状況による認定基準を追加

（当初予算対応） 

 

    ○住居確保給付金（国 3/4、岐阜市 1/4） 

      離職や廃業により住居を失った又は失うおそれがある場合に支給され

る住居確保給付金について、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け

る方を支給対象者に追加     

      ※対象者 20 人／月を想定（対象者拡充 令和 2 年 4 月 20 日～） 

      ※予算 援護費 規模 21,396 千円（繰入金 5,349） 

 

    ○傷病手当金（特別調整交付金 10/10） 

      国民健康保険、後期高齢者医療制度の被保険者のうち、感染または

感染が疑われる被用者に傷病手当金を支給 （適用：令和 2 年 1 月～） 

      ※予算 国保特会 規模 10,000 千円 
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● 事業者への支援 

〇ぎふし新型コロナウイルス感染症対応資金の創設 ※4/27 専決 2,345,700 千円 

      売り上げ減少など経営が厳しくなっている中小企業を支援するため、実

質無利子無担保で融資を受けることが出来る市の融資制度を 5 月 1 日

から創設。当初 3 年間の利子を全額補給。（※融資限度額 3,000 万円） 

併せて、融資に要する原資も増額。 

 

    ○岐阜県新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金（県 1/2、岐阜市 1/2） 

      県の休業要請に応じて 4 月 18 日～5 月 6 日までの間、全面的に協

力した事業者に対し、協力金を 50 万円支給 

      ※予算 商工業振興費 規模 1,000,000 千円（一財 1,000,000） 

 

    ○雇用調整支援金（県 1/2、岐阜市 1/2） 

      国の雇用調整助成金を活用した事業所を対象に、事業主負担分を補助 

      ※予算 労働諸費 規模 208,000 千円（一財 104,000） 

 

    ○テイクアウト応援サイト開設（予備費執行） 

      頑張っている飲食店を支援するため、岐阜商工会議所、柳津町商工会

と連携し、テイクアウトを実施している情報サイト『ウチ店』を開設。 

 

    ○ワンストップ経営相談窓口の設置（予備費執行） 

      事業者の多岐にわたる相談に迅速に対応するため、岐阜商工会議所

と連携し、会議所建物内において、会議所の経営相談や国の制度の受

付、市の融資認定受付などのワンストップ窓口を 5 月 1 日から開設。 

 

○本庁舎駐車場を活用した市内事業者（岐阜地産地消推進店）の弁当 

販売の応援 

      市内事業者を応援するため、本庁舎内の駐車スペースにて、来庁者・ 

職員・近隣住民等を対象として、市内事業者による弁当販売を 5 月 18

日から実施（追加事業 補正予算なし） 

 

● その他 

○市税及び国民健康保険料等の猶予、減免 

      収入が大幅に減少し、市税の納付が困難な方について、１年間納付を 

猶予し、猶予期間中の延滞金を免除。また、収入が減少した国民健康保 
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険、介護保険、後期高齢者医療制度の被保険者に対して保険料を減免 

      ※補正予算なし 

 

○離職又は内定を取り消された方を対象とした職員採用試験の実施 

      新型コロナウイルス感染症の影響で離職又は内定を取り消された方 

を対象に、フルタイム会計年度任用職員として採用する試験を実施 

      募集人数：若干人 

      採用予定日：令和 2 年 7 月 1 日 

      任用期間：採用の日から令和 3 年 3 月 31 日まで 

 

（２） 今後の対策（with コロナ） 

① 社会経済活動と感染拡大防止対策 

社会経済活動や教育、公共施設の再開、更には、それに伴う市民生活の

再開にあたり、コロナ社会を生き抜くための行動様式を、各種媒体を通じ市

民の皆様や事業者の皆様にお伝えしていく。 

公共施設においては、徹底した感染防止対策を図るとともに、店舗等民

間事業者に対しては感染拡大防止対策の支援を図る。 

併せて、自然災害発生時における避難所等の更なる感染拡大防止策を

図る。 

教育環境整備に関しては、再度の感染拡大による臨時休業も想定し、学

校、家庭などのあらゆる資源を活用したオンライン授業など学習環境の確

立を図る。 

 

② 医療提供体制の充実・強化 

今後に向けた検査体制の増強のため、岐阜市医師会と連携し、PCR 検

査等を実施する「地域外来・検査センター」の市内での設置を図る。 

 

③ 回復に向けての支援 

これまでの休業要請等により影響を受けている事業者への更なる経済対

策の充実を図るとともに、観光誘客への対策を図る。 

また、未就学児も含め、子どもの学びを応援する施策を図る。 
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参考 1 岐阜市における主な対応状況 

 

１月 27 日 保健所地域保健課に相談窓口を設置 

28 日 第１回「新型コロナウイルス肺炎警戒本部会議」開催 

２月 3 日 中・南・北市民健康センターに相談窓口を設置 

岐阜市衛生試験所において新型コロナウイルスの検査開始 

13 日 第１回「新型コロナウイルス肺炎警戒本部幹事会」開催 

26 日 第１回「岐阜市対策本部会議」開催（2 月 21 日設置） 

県内で初の陽性患者が発生 

27 日 第２回「岐阜市対策本部会議」開催（イベント等の開催方針） 

28 日 第３回「岐阜市対策本部会議」開催（幼稚園、市立学校等の対応） 

保健所地域保健課の相談受付時間を変更（土日祝日も実施） 

29 日 第４回「岐阜市対策本部会議」開催（市有施設の休館・一部停止） 

３月 12 日 第５回「岐阜市対策本部会議」開催 

17 日 第６回「岐阜市対策本部会議」開催（感染症対策アクションプラン） 

岐阜市で１例目の感染者（ニューヨークからの帰国者） 

18 日 第７回「岐阜市対策本部会議」開催 

23 日 第８回「岐阜市対策本部会議」開催 

24 日 第９回「岐阜市対策本部会議」開催 

31 日 第 10 回「岐阜市対策本部会議」開催 

ナイトクラブクラスター１例目の感染者が発生 

４月  2 日 第 11 回「岐阜市対策本部会議」開催 

3 日 第 12 回「岐阜市対策本部会議」開催 

第３回「岐阜県対策協議会」、第３回「岐阜県対策本部」 

県による[ストップ 新型コロナ ２週間作戦]の発信 

6 日 第 13 回「岐阜市対策本部会議」開催（推進体制[感染症対策チー

ム]） 

7 日 国が新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言を発出 

(5 月 6 日まで：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県及

び福岡県) 

飲食店クラスター１例目の感染者が発生 

8 日 第１回「岐阜市対策本部会議」開催（特別措置法に基づく本部会議

の開催） 

10 日 第２回「岐阜市対策本部会議」開催（岐阜市[非常事態]総合対策） 
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岐阜県、岐阜市が「非常事態宣言」発出 ※別添１ 

職場のクラスター１例目の感染者が発生 

11 日 市内感染者が５０例目を超える 

13 日 第３回「岐阜市対策本部会議」開催 

「岐阜県・岐阜市クラスター対策合同本部」設置 

14 日 第４回「岐阜市対策本部会議」開催 

16 日 政府が特措法に基づく緊急事態宣言の対象区域に岐阜県を指定

（特定警戒都道府県） 

17 日 第５回「岐阜市対策本部会議」開催 ※別添２ 

20 日 第６回「岐阜市対策本部会議」開催 

23 日 感染症軽症者の宿泊療養施設利用開始（HOTEL KOYO） 

24 日 第７回「岐阜市対策本部会議」開催（岐阜市[非常事態]総合対策の

見直し） 

27 日 第８回「岐阜市対策本部会議」開催（新型コロナウイルス感染症緊急

対策） 

市長メッセージ発出（市民の皆様へ、こどもたちのみなさんへ） 

28 日 市長メッセージ発出（大型連休に向けて） 

５月  1 日 第９回「岐阜市対策本部会議」開催 

 4 日 国が５月 31 日までの緊急事態宣言の延長を決定 

5 日 岐阜県、岐阜市が岐阜市内のクラスター終息を発表 

 6 日 第 10 回「岐阜市対策本部会議」開催 ※別添 3 

14 日 政府が緊急事態宣言の対象区域を全都道府県から 8 都道府県

に変更、岐阜県は対象区域から外れる 

16 日 第 11 回「岐阜市対策本部会議」開催（新型コロナウイルスのある生

活のための岐阜市総合対策の策定） 

新型コロナウイルス感染症非常事態宣言を解除 
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＜別添１＞ 

 

 

＜別添２＞ 
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＜別添 3＞ 
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市⺠の皆様へのお願い 
〇「新しい生活様式」の徹底 

・感染防止の基本である「身体的距離の確保・マスクの着用・手洗い」の実践 
・感染が流行している地域への移動の自粛など移動に関する感染対策の実践 
・日常生活を営む上での基本的生活様式（手洗い・手指消毒、３密の回避（密集・密接・密閉）など）の実践 

事業者の皆様へのお願い 
〇感染防止対策の徹底 

・お客様や従業員の方々、なにより、皆さんの事業を守るため、手洗い・消毒、３密の回避、従業員の健康チェック
などの感染防止対策（運営マニュアルの作成・遵守）の徹底 

・新しいスタイルの働き方（テレワークやローテーション勤務、時差勤務など）の実践 

令和 2 年 5 月 16 日 

皆様には、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策に最大限のご協力をいただくなど、 
オール岐阜市として戦っていただいていることに改めて感謝を申し上げます。 

政府は、岐阜県を特定警戒県・緊急事態宣言区域から解除しましたが、 
引き続き感染防止に取り組むよう求めており、本市においても油断できない状況が続いています。 

新型コロナウイルス感染症との戦いは、ワクチンが開発されるまで⻑期戦です。 
あらゆる経済活動や市⺠生活において、感染防止を⼟台に置く“with コロナ”の考え方の下、 

感染防止を徹底していただきますようお願いいたします。 
皆様のご理解、ご協力をお願いします。 

コロナ社会を⽣き抜くための皆様へのお願い 

岐阜市長 柴橋 正直 


